
【利用時のご注意】 

 

1. 運行中はレンタル証(電子媒体によるものを含む)を必ず携行し警察官並びに運

輸局及び陸運支局の職員から要求が合った場合は速やかに呈示してください。 

2. 運転中に万一、事故が発生した時は法令の定める手続きの他、速やかに警察、

貸出店、保険会社へ連絡してください。 

3. ご契約者以外の運転は補償及び賠償の対象とならず、ご契約者の実費負担とな

ります。 

4. 利用期間中はご契約者に車両の管理責任が発生します。第三者の過失有無を問

わず、契約者に損害の実費をご負担いただきます。 

5. 利用期間中に駐車違反等の取締りを受けた場合、速やかに管轄の警察署出頭し

反則金等を納付して下さい。帰着時に納付書を返却担当者に提示して下さい。 

6. 各種テスト・サーキット走行など競技への利用や、海岸・河川敷又は林間な

ど、維持管理された道路以外の走行はできません。 

7. タイヤのパンクや損傷、劣悪な利用により生じた車体の損傷や腐食の補修費は

ご契約者の実費負担となります。 

8. 下記の限度額の範囲で保険金が給付されます。 

1. 保険の免責金額および給付される保険金を越える損害はお客様のご負担となりま

す。 

2. 保険契約の免責事項に該当する事故の場合、保険金の給付はされません。 また警

察の事故証明がない場合、保険金が給付されない場合があります。 

① 対人賠償：無制限 

② 対物賠償：1事故につき無制限 

③ 搭乗者傷害：3,000 万円（死亡・後遺障害のみ 原付は除く） 

※自動車保険の搭乗者傷害保険または国内旅行傷害保険の何れか片方 

にて対応します。 

④ 盗難補償：補償なし（時価にて負担となります。） 

⑤ 車両補償：1事故につき免責 100,000 円 

 

 

 

 

 



9. 営業補償は各種保険で賄う事が出来ません。営業補償費は転倒損害基準が「中

度」以上の場合にご請求させていただきます。 

※自走にて貸出店舗に返却した場合は【3万円】、自走出来なかった場合は 

【10 万円＋レッカー代超過分】をご請求させていただきます。 

※15km までのレッカーサービスが全車付帯しております。 

※搬送時の有料道路代や特殊作業費用などは別途発生する場合がございま

す。 

10. 契約期間を無断で遅滞して使用された場合の事故、その他貸渡約款に掲げる事

項に違反があった場合は保険金が給付されません。 

11. お預かり車両やお荷物の保管責任は一切負いませんのでご了承ください。 

12. 指定暴力団、指定暴力団関係団体の構成員又は関係者、その他反社会的組織に

該当しない事を確約します。 

 

 

【特定商取引方に基づく表示の確認】 

 

販売業者（屋号） 株式会社 五福堂 

運営統括責任者     平林 雄太郎 

所在地   〒617-0836 京都府長岡京市勝竜寺樋ノ口 3番地 1 

電話番号  ０７０－１５４７－１８２０ 

メールアドレス  info@gofukudo.co.jp 

サービス名  レンタルバイク五福堂 

URL   https://www.gofukudo.co.jp/ 

サービスご提供価格 車種によってレンタル料金を設定。 

営業時間  9:00～19:00 まで（年末年始を除く） 

予約方法  予約はインターネット及び電話予約のみ。 

お支払いは現金による現地決済。 

予約のキャンセル キャンセル可能。キャンセル料は発生しません。 

但し旅行商品は除く。 

 

 

 

 



【レンタルバイク貸渡約款】 

第 1章 総則 

第 1条（約款の適用） 

1.レンタルバイクを貸付ける店舗を運営する法人（以下「当社」という。）は、本約款

（以下「約款」という。）及び当社が別途定める細則その他の規定（以下「細則」とい

う。）により、レンタル二輪自動車（以下「レンタルバイク」という。）を利用者にレ

ンタルするサービスの提供（以下「レンタルバイクサービス」という。）をし、利用者

はレンタルバイクをレンタルできるものとします。なお、約款及び細則に定めのない

事項については、法令または自動車等レンタル、リース、レンタルなどの取引慣習に

よるものとします。 

2.当社は、約款及び細則の趣旨、法令及び取引慣習に反しない範囲で特約合意に応ず

ることがあります。特約合意が成立した場合には、その特約が約款及び細則に優先す

るものとします。 

3.当社との間でレンタルバイクサービスの利用ができる利用者は満 18 歳になった者の

みです。未成年者は親権者の同意がある場合であっても、レンタルバイクサービスの

利用はできません。 

第 2章 予約 

第 2条（予約の申込） 

1.利用者は、レンタルバイクをレンタルするにあたって、約款及び細則、並びに当社

所定の料金表その他レンタルにかかる約定に同意し、これを遵守することを承諾する

ものとします。 

2.利用者は、レンタルバイクを借りるにあたって、株式会社五福堂 予約ウェブサイ

ト又は、当社に掲示されている約款及び別に定める料金表等に同意のうえ、別に定め

る方法により、あらかじめ車種クラス、借受開始日時、借受場所、借受期間、返還場

所、運転者、ヘルメット等付属品の要否、その他の借受条件（以下「借受条件」とい

います）を明示して予約の申込みを行うことができます。 

3.当社は、利用者から予約の申込があったときは、原則として、当社の保有するレン

タルバイクの範囲内で予約に応ずるものとします。 この場合、利用者は、当社が特に

認める場合を除き、当社所定の予約申込金を予納するものとします。予納の方法は現

金、クレジットカードまたはデビッドカードによる決済のみとし、振込送金その他の

手続きは当社が特に定めた場合を除いては取り扱いしません。 

 

 



第 3条（予約の変更） 

1.利用者は、レンタル条件を変更しようとするときは、当社の承諾を受けなければな

らないものとします。 

2.前項の予約変更は規約または細則により定められた期限までに当社指定の方法で行

うものとし、当社からの承諾の返信がなされたときをもって変更の完了となります。 

3.所定の期限・方式によらない変更の申し入れにより当社からの承諾の返信がなされ

ないときは予約の変更はなされず、これによって利用者がレンタルバイクサービス利

用の目的を達成できないときは次条による予約の取消しによるものとします。 

第 4条（予約の取消等） 

1.利用者は、第 7条に定めるレンタルバイクレンタル契約（以下「レンタル契約」と

いう。）が締結される迄の間は、当社所定の方法により、予約を取消すことができま

す。 

2.利用者が、第 2条 2項による予約申込で指定したレンタル開始時刻を 1時間以上経

過してもなおレンタル契約の締結に至らなかったときは、事情の如何を問わず予約は

自動的に取消され、利用者はこれに異議を述べることはできません。 

3.利用者の都合により予約が取消されたときは、利用者は、細則、料金表その他にお

いて当社が別に定めるところにより当社所定の予約取消手数料を当社に支払うものと

します。支払方法は第 2条 3項により予納された予約申込金から差引精算するものと

し、当社はその残額を利用者に精算し返金するものとします。ただしこの場合におい

ても、予約申込金の返金に対しては利息・遅延損害金などは付することなく残元金分

の返済をするものとします。 

4.当社の都合により予約が取消されたときは、当社は、受領済の予約申込金を利用者

に返還します。ただしこの場合においても、予約申込金の返金に対しては利息・遅延

損害金などは付することなく元金分の返済をするものとします。 

5.前 2 項以外の事由によりレンタル契約が締結されなかったときは、前項と同様とし

ます。 

6.利用者及び当社は、予約が取消されたこと及びレンタル契約が締結されなかったこ

とについて、本条及び次条に定める場合を除き、相互に何らの請求をしないものとし

ます。 

 

 

 

 



第 5条（代替レンタルバイク） 

1.当社は、利用者から予約のあった車種クラス、付属品、オプション用品の仕様等の

条件（以下「条件」という）に該当するレンタルバイクのレンタルができないとき

は、直ちにその旨を利用者に通知するものとします。 

2.当社は、前項の場合で、予約のあった条件以外のレンタルバイクをレンタルするこ

とが可能なときは、前条第 4項及び第 5項にかかわらず、利用者に予約と異なる条件

のレンタルバイク（以下「代替レンタルバイク」という）のレンタルを申し込むこと

ができるものとします。 

3.利用者が前項の申込を承諾したときは、当社は予約時のレンタル条件のうち、満た

さなかった条件以外は予約時と同一のレンタル条件で代替レンタルバイクをレンタル

するものとします。この場合、利用者は、代替レンタルバイクのレンタル料金と予約

のあった条件のレンタルバイクのレンタル料金のうち、いずれか低い方の料金を支払

うものとします。 

4.利用者が第 2項の申込を拒絶した場合は、予約は取消されるものとし、予約申込金

等の扱いについては、前条第 4項を適用するものとします。 

第 6条（予約業務の代行） 

1.利用者は、当社に代わって予約業務を取扱う旅行代理店・提携会社等（以下｢代行業

者｣という）を介して、レンタルバイクサービスの利用の申込をすることができます。 

2.代行業者を介しての利用の場合には、利用者は代行業者の指定する方法に従って利

用申込み、代金支払等を行うものとします。 

3.代行業者を介しての利用の場合には、利用者は予約の変更または取消などの手続き

は、代行業者に対して行うものとします。当社は利用者からの直接の申入れによる予

約変更・取消しには応じかねます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 3章 レンタル 

第 7条（レンタル契約の締結） 

1.利用者は第２条第１項に定める借受条件を明示し、当社はこの約款、料金表等によ

り貸渡条件を明示して、貸渡契約を締結するものとします。ただし、貸し渡すことが

できるレンタルバイクがない場合又は借受人若しくは運転者が第９条第１項若しくは

第２項各号のいずれかに該当する場合を除きます。 

２.貸渡契約を締結した場合、借受人は当社に第 17 条第 1項に定める貸渡料金を支払

うものとします。 

３.当社は監督官庁の基本通達（注１）に基づき、貸渡簿（貸渡原票）及び第 15 条に

規定する貸渡契約書に運転者の氏名住所、運転免許の種類及び運転免許証（注２）の 

番号を記載し、又は運転者の運転免許証の写しを添付する義務があるため、貸渡契約

の締結にあたり、借受人に対し、借受人の指定する運転者（以下「運転者」といいま

す）の運転免許証の提示を求め、及びその写しの提出を求めます。この場合は、借受

人は自己が運転者であるときは自己の運転免許証を提示し、及びその写しを提出する

ものとし 、借受人と運転者が異なるときは運転者の運転免許証を提示し、及びその写

しを提出するものとします。 

（注１）監督官庁の基本通達とは、国土交通省自動車交通局長通達「レンタカーに関

する基本通達」（自旅代 138 号平成 7年 6月 13 日）の２．(10)及び(11)のことをいい

ます。 

（注２）運転免許証とは、道路交通法第 92 条に規定される運転免許証のうち、道路交

通法施行規則第 19 条別記様式第 14 の書式の運転免許証をいいます。また、道路交通

法第 107 条の２に規定する国際運転免許証又は外国運転免許証は、運転免許証に準じ

ます。 

4.当社は、貸渡契約の締結にあたり、借受人及び運転者に対し、運転免許証のほかに

本人確認ができる書類の提示を求め、及び提出された書類の写しをとることがありま

す。 

5.当社は、貸渡契約の締結にあたり、借受期間中に借受人及び運転者と連絡するため

の携帯電話番号等の告知を求めます。 

6.当社は、貸渡契約の締結にあたり、借受人に対し、クレジットカード若しくは現金

による支払を求め、又はその他の支払い方法を指定することがあります。 

7.借受人は、契約後の借受期間の延長はできないものとします。 

 

 



8.レンタル契約は、当社または加盟店の店舗において予約内容の確認及び利用者の署

名をし、当社が利用者にレンタルバイク（付属品を含む。以下同じ）を引渡したとき

に成立するものとします。 

第 8条（レンタル契約締結時の留意事項） 

1.利用者は、レンタル契約の締結にあたり、約款及び細則で運転者の義務と定められ

た事項を遵守するものとします。 

2.当社は、レンタル予約に際して利用者が提供した情報に誤りが無いかを確認するた

めに、レンタル契約の締結にあたり、利用者に対し、運転者の運転免許証の提示を求

めます。 

3.当社は、レンタル契約の締結にあたり、利用者に対し、運転免許証の他に身元を証

明する書類の提出を求め、提出された書類の写しをとることがあります。 

4.当社は、レンタル契約の締結にあたり、レンタル予約時に記入された以外の利用者

または運転者の携帯電話番号等の緊急連絡先の提示を求めることがあり、利用者及び

運転者はこれに応じるものとします。 

5.当社は、利用者または運転者が前 4項に従わない場合は、レンタル契約の締結を拒

絶し予約を取消すことができるものとします（利用者が前条 3項のサインをしていた

場合にはレンタル契約は何らの催告を要することなく解除されるものとします）。 な

お、この場合の予約申込金等の扱いについては、第 4条 5項を適用するものとしま

す。 

第 9条（レンタル拒絶） 

1.当社は、利用者または運転者が次の各号に該当する場合には、レンタル契約の締結

を拒絶するとともに、予約を取消すことができるものとし、既に利用者が第 7条 8項

のサインをしている場合には第 35条により何らの催告を要することなくレンタル契約

を解除できるものとします。 

(1)安全適切な運転を阻害する事由が認められるとき 

①貸し渡すレンタルバイクの運転に必要な運転免許証の提示をせず、または当社が求

めたにもかかわらず、その運転者の運転免許証の写しの提出に同意しないとき 

②酒気を帯びていると認められるとき 

③麻薬、覚せい剤、シンナー等による中毒症状等を呈していると認められるとき 

④当社及び当社グループ店で過去のレンタルしにおいて、レンタル約款違反の事実が

あったとき 

⑤約款及び細則に違反する行為があったとき 

⑥その他、当社が不適当と認めたとき 



(2)反社会的勢力の排除 

①利用者または運転者、あるいは同乗者が以下に該当する者（以下「反社会的勢力」

という。）である事が判明した場合（客観的な事象から強くその疑いが持たれる場合を

含む） 

a.暴力団 

b.暴力団員 

c.暴力団員でなくなった時から 5年を経過しない者 

d.暴力団準構成員 

e.暴力団関係企業 

f.総会屋等 

g.社会運動等標ぼうゴロ 

h.特殊知能暴力集団の関係者 

i.半グレその他これらに準ずる者 

②利用者または運転者が反社会的勢力と以下の各号の一つにでも該当する関係を有す

ることが判明した場合（客観的な事象から強くその疑いが持たれる場合を含む） 

a.反社会的勢力が経営を支配していると認められたとき 

b.反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められたとき 

c.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図り、または第三者に損害を加えるな

ど、反社会的勢力を利用していると認められるとき 

d.反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められるとき 

e.その他役員等または経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力と社会的に非

難されるべき関係を有しているとき 

③利用者又運転者もしくは同乗者が自らまたは第三者を利用して以下の各号の一つに

でも該当する行為をした場合 

a.暴力的な要求行為 

b.法的な責任を超えた不当な要求行為 

c.取引に関して、脅迫的な行動をし、または暴力を用いる行為 

d.風説を流布し、偽計または威力を用いて当社の信用を棄損し、または当社の業務を

妨害する行為 

e.その他前各号準ずる行為 

④利用者等の下請または再委託先業者（下請または再委託契約が数次にわたるときに

は、その全てを含む。以下同じ。）につき以下の各号の一つにでも該当する場合 



a.利用者または運転者もしくは同乗者が②③に該当しないことを確約し、将来も同項

もしくは第 4項 各号に該当しないことを確約しないとき 

b.利用者または運転者もしくは同乗者が、その下請けまたは再委託先業者が②③に該

当することが契約後に判明したにも関わらず、直ちに契約を解除し、または契約解除

のための措置を採らないとき 

⑤利用者または運転者もしくは同乗者の下請もしくは再委託業者が、反社会的勢力か

ら不当要求または 業務妨害等の不当介入を受けたにも関わらず、これを拒否せず、

捜査機関への通報をしない場合 

(3)一般規定として契約締結をなしえない事由 

①利用者が希望するレンタルバイクがないとき（第 11 条による代替レンタルバイクに

よる契約がなしえた場合を除く） 

②利用者または運転者が満 18 歳未満であるとき（親権者の同意がある場合も同様とす

る） 

③レンタルバイクの引渡時において、利用者が酒気を帯びているとき 

④レンタルバイクの引渡時において、利用者が、麻薬、覚醒剤、シンナー等の薬物等

（法令上使用所持が禁じられている薬物に限らず、人の身体精神に不調を来す薬物、

薬草類等も含む）による中毒症状等を示しているとき 

2.当社が前項(1)(2)の規定により契約締結を拒絶しまたは契約を解除した場合には、

利用者または運転者もしくは同乗者に損害が生じても、当社は何らこれを賠償ないし

賠償することは要せず、また、かかる契約拒絶・解除により当社に損害が生じたとき

は、利用者または運転者もしくは同乗者はその損害を賠償するものとします。 

3.第 1 項に基づき当社がレンタル契約の締結を拒絶した場合の予約申込金等の扱いに

ついては、第 4条 3項から 6項を適用するものとします。 

第 10 条（予約申込金のレンタル料金への充当） 

レンタル契約が成立した時点で、利用者がレンタル予約に際して予納した予約申込金

は次条のレンタル料金の一部に充当されるものとします。 

第 11 条（レンタル料金） 

1. レンタル契約が成立した場合、利用者は当社に対して次項に定めるレンタル料金を

支払うものとします。 

 

 

 

 



2.レンタル料金とは、以下の合計金額をいうものとし、当社はそれぞれの金額または

その照会先を料金表（WEB 予約サイト）に明示します。 

①基本料金 

②免責補償料 

③ヘルメット等、乗車用品料金 

④車両補償料 

⑤燃料代 

⑥ワンウェイ料金 

⑦配車引取料 

⑧その他の料金 

3.基本料金は、レンタルバイクのレンタル時において、地方運輸局運輸支局長に届け

出て実施している料金によるものとします。 

4.当社が、レンタル料金を、利用者が第 2条による予約を完了した後に改定したとき

は、利用者は予約完了時に当社が提示していた料金とレンタル契約成立時の料金のう

ち、いずれか低い方の料金を支払うものとします。 

第 12 条（レンタル条件の変更） 

利用者は、レンタル契約の締結後は第 7条のレンタル条件を変更することはできませ

ん。ただし、当社が個別に承諾をした場合には、その承諾の限度でレンタル条件の変

更ができるものとします。 

第 13 条（レンタル料金の返還） 

1.利用者のレンタル料金（第 2条 3項の予約申込金を含む）は現金、クレジットカー

ドまたはデビットカードによる決済になるため、前条のレンタル条件の変更の他、第

3条の予約の変更、第 4条の予約の取消、第 5条によるレンタルバイクの代替バイク

への変更等により利用者が支払うレンタル料金が減額となったときは、当社は現金決

済の場合は現金にてレンタル料金の返還を行い、クレジットカードまたはデビットカ

ード決済の場合はクレジットカード会社に対してすみやかに決済金額の変更（減額）

申請処理を行い、これをもって利用者に対してレンタル料金の返還を行います。 

2.前項の決済金額の変更はクレジットカード会社の取扱いや、変更申請の時期によっ

ては、カード決済の翌月以降に実行されるため、利用者はカード会社が減額前の金額

で引落決済をいったん実行し、その後に返金がなされることがあることを了解しま

す。利用者はこのことによる不利益、不都合については当社に異議を述べることはで

きません。 

 



第 14 条（点検整備等） 

1.当社は、道路運送車両法第 47 条の 2（日常点検整備）及び第 48 条（定期点検整

備）に定める点検をし、必要な整備を実施したレンタルバイクをレンタルするものと

します。 

2.利用者または運転者は、レンタルバイクのレンタルにあたり、別に定める点検表に

基づく車体外観及び付属品の検査を行い、レンタルバイクに整備不良がないこと等を

確認するとともに、レンタルバイクがレンタル条件を満たしていることを確認するも

のとします。 

第 15 条（レンタル証の交付・携行等） 

1.当社は、レンタルバイクを引渡したときは、地方運輸局運輸支局長が定めた内容を

記載した所定のレンタル証（電子媒体によるものを含む。以下同じ。）を利用者に交付

するものとします。 

2.利用者または運転者は、レンタルバイクの使用中、前項により交付を受けたレンタ

ル証を携行しなければならないものとします。 

3.利用者または運転者は、レンタル証を紛失したときは、直ちにその旨を当社に通知

するものとします。 

第 16 条（個別契約の終了） 

1.利用者は、バイクシェア車両のレンタル時間（以下「レンタル時間」という）中で

あっても、当社の承諾を得て個別契約を終了することができるものとします。 

2.レンタル時間内において天災地変その他の不可抗力の事由（会員ならびに当社のい

ずれの責にも帰すべからざる事由により生じた故障等の場合も含む）により、 レンタ

ルバイクが使用不能となった場合には、個別契約は終了するものとします。 この場

合、会員は、当社に対して、個別契約が終了した日以降のレンタル料金等を支払うこ

とを要しないものとします。 

3.利用者の責に帰する事由によるレンタルバイクの事故または故障が発生したとき

は、このときをもって、 個別契約は終了するものとし、利用者は、直ちにレンタル

バイクを当社に対して返還するものとします。 この場合、実際にレンタルバイクを使

用した日数、時間にかかわらず、利用者は、当社に対して、レンタル料金等全額を支

払うものとします。 

 

 

 

 



第 4章 使用における遵守事項 

第 17 条（利用者の管理責任） 

利用者または運転者は、レンタルバイクの引渡を受けてから当社に返還するまでの間

（以下「使用中」という）、善良な管理者の注意をもってレンタルバイクを使用し、保

管するものとします。 

第 18 条（日常点検整備） 

利用者または運転者は、使用中、レンタルしたレンタルバイクについて、毎日使用す

る前に道路運送車両法第 47 条の 2（日常点検整備）に定める日常点検整備を実施しな

ければならないものとします。 

第 19 条（禁止行為） 

利用者または運転者は、使用中に次の行為をしてはならないものとします。 

(1)当社の承諾及び道路運送法に基づく許可等を受けることなくレンタルバイクを自動

車運送事業またはこれに類する目的に使用すること。 

(2)レンタルバイクを所定の使用目的以外に使用しまたは第 7条の運転者以外の者に運

転させること。 

(3)レンタルバイクを転貸し、第三者に使用させまたは他に担保の用に供する等の行為

をすること。 

(4)レンタルバイクの自動車登録番号標または車両番号標を偽造もしくは変造し、もし

くはレンタルバイクを改造もしくは改装する等その原状を変更すること。 

(5)当社の承諾を受けることなく、レンタルバイクを各種テストもしくは競技に使用し

(サーキット走行や 未舗装路を含む一般公道以外の走行)または他車の牽引もしくは

後押しに使用すること。 

(6)法令または公序良俗に違反してレンタルバイクを使用すること。 

(7)当社の承諾を受けることなくレンタルバイクについて損害保険に加入すること。 

(8)レンタルバイクを日本国外に持ち出すこと。 

(9)その他第 7条のレンタル条件またはレンタル条件に違反する行為をすること。 

第 20 条（違法駐車） 

(1) 利用者または運転者は、レンタルバイクに関し、道路交通法に定める違法駐車をし

たときは、違法駐車後直ちに違法駐車をした地域を管轄する警察署（以下「管轄警

察署」という）に出頭し、 自らの責任と負担で違法駐車に係る反則金等及び違法

駐車に伴うレッカー移動・保管・引取り等の諸費用を納付する（以下「違反処理」

という）ものとします。 

 



(2)当社は、警察からレンタルバイクの違法駐車の連絡を受けたときは、利用者または

運転者に連絡し、速やかにレンタルバイクを移動させ、レンタルバイクのレンタル期

間満了時または当社の指示する時までに管轄警察署に出頭して違反処理を行うよう指

示するものとし、利用者または運転者はこれに従うものとします。なお、当社は、レ

ンタルバイクが警察により移動された場合には、当社の判断により、自らレンタルバ

イクを警察から引き取る場合があります。この場合、利用者が以後レンタルバイクを

使用できなくなる不利益、不都合や損失について当社は一切の補償、賠償はいたしま

せん。 

(3)当社は、前項の指示を行った後、当社の判断により、違反処理の状況を交通反則告

知書及び納付書・領収証書等により確認するものとし、処理されていない場合には、

処理されるまで利用者または運転者に対して繰り返し前項の指示を行うものとしま

す。また、利用者または運転者が前項の指示に従わない場合は、当社は、何らの通

知・催告を要せずレンタル契約を解除し、直ちにレンタルバイクの返還を請求するこ

とができるものとします。利用者または運転者は、違法駐車をした事実及び警察署等

に出頭し、違反者として法律上の措置に従うこと等を自認する旨の当社所定の文書

（以下「自認書」という）に署名するものとします。 

(4)約款または細則もしくは当社が定める個人情報取扱規定等の定めにかかわらず、利

用者または運転者は、当社が必要と認めた場合は、警察に対して自認書及びレンタル

証等の個人情報を含む資料を提出するなどの必要な協力を行うほか、公安委員会に対

して道路交通法第 51 条の 4第 6項に定める弁明書、自認書及びレンタル証等の資料を

提出することに同意します。 

(5)利用者または運転者がレンタルバイク返却までに違反処理を行わなかった場合、 

当社が利用者もしくは運転者もしくはレンタルバイクの探索に要した費用（以下「探

索費用」という）を負担した場合、または当社が車両の移動・保管・引取り等に要し

た費用（以下「車両管理費用」という）を負担した場合は、 利用者または運転者は、

当社が指定する期日までに、次に掲げる費用を当社に支払うものとします。 

①放置違反金相当額 

②当社が別に定める駐車違反違約金（上記(1)放置違反金相当額と併せ、以下「駐車違

反金」という）  

③探索費用及び車両管理費用 

 

 

 



(6)利用者または運転者が、第 3項に基づき駐車違反違約金を当社に支払った後、利用

者または運転者が罰金または反則金を納付し、当社にその納付書、領収書等を提示し

た場合、または当社が放置違反金の還付を現実に受けたときは、当社はすみやかに受

取った駐車違反違約金相当額から返金に要する費用を差引いた金額を利用者または運

転者に返還します。 

第 5章 返還 

第 21 条（利用者の返還責任） 

1.利用者は、レンタルバイクをレンタル期間満了時までに所定の返還場所において当

社に返還するものとします｡ 

2.利用者は、天災その他の不可抗力によりレンタル期間内にレンタルバイクを返還す

ることができないときは、直ちに当社に連絡し、当社の指示に従うものとします。 

第 22 条（レンタルバイクの確認等） 

1.利用者は、当社立会いのもとに、レンタルバイクを通常の使用による劣化・摩耗を

除き、引渡時の状態で返還するものとします。 

2.利用者は、レンタルバイクの返還にあたって、レンタルバイク内に利用者、運転者

または同乗者の遺留品がないことを確認して返還するものとします。 

第 23 条（破損・修理） 

1.利用者は、通常損耗・自然劣化を除く破損汚損等については、その修理費用等を負

担するものとします。 

2.修理費用（レンタルバイクの運搬、保管費用等も含む）は、当社が別途定める「転

倒損害基準」に従い、それを利用者が当社に支払うものとします。 

3.支払時期などは、修理等に応じて当社が個別に定めるものとします。 

4.保険によって修理費等が補填される場合には、保険給付に必要となる手続きに利用

者も協力し、保険会社からの保険金の支給がなされた時点でなお修理費等に不足を生

じている場合、第 40 条の規定に従って利用者はその不足額を当社に支払うものとしま

す。 

第 24 条（遺留品の保管・処分） 

1. 当社は、レンタルバイクの返還後の遺留品の保管についてはその責を負わないもの

とします。ただし、遺留品の保管に費用が発生するときは、利用者は当社の請求に

従って保管費用の支払いをする必要があります。 

 

 

 



2.レンタルバイク返還後、利用者または運転者もしくは同乗者が遺留品の引取りをせ

ず満 3ヶ月が経過したときは、利用者または運転者もしくは同乗者は当該遺留品の所

有権を放棄したものと扱い、当社は廃棄その他の処分をすることができるものとしま

す。利用者または運転者もしくは同乗者はこれに異議を述べることはできず、廃棄そ

の他の処分に要した費用は当社の請求がなされたのちすみやかに支払うものとしま

す。 

第 25 条（レンタルバイクの返還時期等） 

1.利用者は、第 12 条によりレンタル期間を延長したときは、変更後のレンタル期間に

対応するレンタル料金、または変更前のレンタル料金と超過料金を合計した料金のう

ち、いずれか低い方の料金を支払うものとします。 

2.利用者は、第 12 条による当社の承諾を受けることなくレンタル期間を超過した後に

返還したときは、前項の料金に加え、超過した時間に応じた超過料金の倍額の違約料

を支払うものとします。 

第 26 条（レンタルバイクの返還場所等） 

1. 利用者は、第 21条により所定の返還場所を変更したときは、返還場所の変更によ

って必要となる回送のための費用（以下「回送費用」という。）を負担するものと

します。 

2.利用者は、第 21 条による当社の承諾を受けることなく所定の返還場所以外の場所に

レンタルバイクを返還したときは、回送費用の倍額の違約料を支払うものとします。 

第 27 条（レンタルバイクの不返還） 

1.当社は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、刑事告訴を行うなどの法

的手続きのほか、レンタルバイクの所在を確認するのに必要な措置を実施するものと

します。 

(1)レンタル期間が満了したにもかかわらず当社の返還請求に応じないとき。 

(2)利用者の所在が不明である等不返還と認められるとき。 

2.前項各号の場合、利用者は、当社が利用者の探索及びレンタルバイクの回収に要し

た費用等を当社に支払うものとします。 

第 28 条（レンタル情報の登録と利用の合意） 

1.当社の個人情報の取扱いに関する規定にかかわらず、利用者及び運転者は、次の各

号のいずれかに該当するときは、 利用者及び運転者の氏名・生年月日・運転免許証番

号等を含む客観的なレンタル事実に基づく情報（以下「レンタル情報」という。）が 

当社の運営するレンタルバイク貸出システムに登録されることに同意するものとしま

す。 



(1)利用者または運転者が、当社の指定する期日までに、第 20 条第 5項に定める駐車

違反金を当社に支払わなかったとき。 

(2)前条第 1項各号に該当したとき。 

2.当社の個人情報の取扱いに関する規定にかかわらず、利用者及び運転者は、次に掲

げる事項に同意するものとします。 

(1)当社に登録されたレンタル情報が加盟店に利用されること。 

(2)当社に登録されたレンタル情報を、第 27 条のレンタルバイクの探索、その他当社

が取るべき法的救済措置・手続きを実施する第三者に提供し利用されること。 

 

第 6 章 故障・事故・盗難時の措置 

第 29 条（レンタルバイクの故障） 

1.利用者は、レンタル時間中にレンタルバイクの異常または故障を発見したときは、

直ちに運転を中止し、当社に連絡するとともに、当社の指示に従うものとします。 

2.レンタルバイクの汚損や異常または故障が、利用者の故意または過失による場合、

当社がそのレンタルバイクを利用できないことによる損害について、 利用者は料金表

に定める営業補償を支払うものとします。 また、利用者は、レンタルバイクの引き取

りおよび修理等の原状回復に要する費用を負担するものとします。 

3.利用者は、前 2項のほか、レンタルバイクの故障、燃料切れ等によりレンタルバイ

クを使用できなかったことによる損害（レンタル時間中の故障等に伴い他の代替交通

手段を利用した場合の費用も含む）が生じても、 当社に対してその損害の賠償を請求

することができないものとします。 

第 30 条（事故） 

1.利用者または運転者は、使用中にレンタルバイクにかかる事故が発生したときは、

直ちに運転を中止し、 事故の大小にかかわらず法令上の措置をとるとともに、次に定

める措置をとるものとします。 

(1)直ちに事故の状況等を当社に報告し、当社の指示に従うこと。 

(2)前号の指示に基づきレンタルバイクの修理を行う場合は、当社が認めた場合を除

き、当社または当社の指定する工場で行うこと。 

(3)事故に関し当社及び当社が契約している保険会社の調査に協力し、当社及び保険会

社が要求する書類等を遅滞なく提出すること。 

(4)事故に関し相手方と示談その他の合意をするときは、予め当社の承諾を受けるこ

と。 

 



2.利用者または運転者は、前項のほか自らの責任において事故の処理・解決をするも

のとします。 

3.当社は、利用者または運転者のため事故の処理について助言を行うとともに、その

解決に協力するものとします。 

4.レンタルバイクを使用中に事故を起こし、車両に損害を与えた場合には、営業補償

の一部として下記の料金を申し受けます。 営業補償は、事故が起こった場合に適応さ

れる保険補償制度の免責額（お客様負担）とは異なります。 

予定の営業店にレンタルバイクを返還した場合（自走可能な場合）3万円 

予定の営業店にレンタルバイクを返還できなかった場合 （自走不可能な場合）10万

円 但し、車両損害 状況により当社が金額を指定する場合がありますので、予めご了

解ください。 

第 31 条（盗難） 

利用者または運転者は、使用中にレンタルバイクの盗難が発生したときその他被害を

受けたときは、次に定める措置をとるものとします。 

(1)直ちに最寄りの警察に通報すること。 

(2)直ちに被害状況等を当社に報告し、当社の指示に従うこと。 

(3)盗難・被害に関し当社及び当社が契約している保険会社の調査に協力し、当社及び

保険会社が要求する書類等を遅滞なく提出すること。 

第 32 条（利用不能によるレンタル契約の終了） 

1.レンタル期間中において故障・事故・盗難その他の事由（以下「故障等」という）

によりレンタルバイクが使用できなくなったときは、レンタル契約は終了するものと

します。 

2.利用者または運転者は、前項の場合、レンタルバイクの引取及び修理等に要する費

用を負担するものとし、当社は受領済みのレンタル料金を返還しないものとします。

但し、故障等が第 3項または第 5項に定める事由による場合はこの限りでないものと

します。 

3.故障等がレンタル前に存した欠陥等による場合は、利用者は当社から代替レンタル

バイクの提供を受けることができるものとします。なお、 代替レンタルバイクの提供

条件については、第 5条 3項を準用するものとします。 

4.利用者が前項の代替レンタルバイクの提供を受けないときは、当社は受領済のレン

タル料金を全額返還するものとします。なお、当社が代替レンタルバイクを提供でき

ないときも同様とします。 

 



5.故障等が利用者、運転者及び当社のいずれの責にも帰すべからざる事由により生じ

た場合は、当社は、受領済みのレンタル料金から、レンタルからレンタル契約の終了

までの期間に対応するレンタル料金を差し引いた残額を利用者に返還するものとしま

す。 

6.利用者及び運転者は、本条に定める措置を除き、レンタルバイクを使用できなかっ

たことにより生ずる不利益、損害について当社に対し、本条に定める以外のいかなる

請求もできないものとします。 

第 7章 賠償及び補償 

第 33 条（利用者による賠償及び営業補償） 

1.利用者または運転者は、利用者または運転者が使用中に第三者または当社に損害を

与えたときは、その損害を賠償するものとします。但し、当社の責に帰すべき事由に

よる場合を除きます。 

2.前項の当社の損害のうち、事故、盗難、利用者または運転者の責に帰すべき事由に

よる故障、 レンタルバイクの汚損等により当社がそのレンタルバイクを利用できない

ことによる損害については料金表等に定めるところによるものとし、 利用者はこれを

支払うものとします。 

第 34 条（保険及び補償） 

1.利用者または運転者が約款及び細則に基づく賠償責任を負うときは、当社がレンタ

ルバイクについて締結した損害保険契約により、次の限度内の保険金が給付されま

す。但し、その保険約款の免責事由に該当するときはこの保険または給付されませ

ん。 

対人補償       1 名につき無制限（自賠責保険を含む） 

対物補償       1 事故につき無制限（免責額 0万円） 

搭乗者傷害補償        

1 名につき 3,000 万円まで 

＊ただし原付を除く 

1. 保険金が給付されない損害及び前項の定めにより給付される保険金額を超える損

害については、利用者または運転者の負担とします。 

3.当社が前項に定める利用者または運転者の負担すべき損害金を支払ったときは、利

用者または運転者は、直ちに当社の支払額を当社に弁済するものとします。 

4.第 1 項に定める保険金の免責額に相当する損害については、利用者または運転者の

負担とします。 

5.第 1 項に定める損害保険契約の保険料相当額はレンタル料金に含みます。 



第 8章 解除 

第 35 条（レンタル契約の解除） 

当社は、利用者または運転者がレンタル期間中に約款及び細則に違反したときは、何

らの通知・催告を要せずレンタル契約を解除し、直ちにレンタルバイクの返還を請求

することができるものとします。この場合、当社は受領済のレンタル料金を利用者に

返還しないものとします。 

第 36 条（合意解約） 

1. 利用者は、レンタル期間中であっても、当社の同意を得てレンタル契約を解約す

ることができるものとします。この場合、当社は、受領済のレンタル料金から、

レンタルから返還までの期間に対応するレンタル料金は返金しないものとしま

す。 

第 9章 個人情報 

第 37 条（個人情報の利用目的） 

1.利用者（レンタル契約の申込をしようとする者を含む）及び運転者（以下本章にお

いては各々「利用者」、「運転者」という）は、当社が下記の目的で利用者及び運転者

の個人情報を利用することに同意するものとします。 

(1)レンタルバイクの事業許可を受けた事業者としてレンタル契約書締結時にレンタル

証を作成するなど、事業許可の条件として義務付けられている事項を遂行するため。 

(2)利用者または運転者の本人確認及び審査を行うこと。 

(3)自動二輪車、保険、その他当社において取扱う商品・サービス等または各種イベン

ト・キャンペーン等の開催について、宣伝印刷物の送付、ｅメールの送信等の方法に

より、利用者または運転者にご案内すること。 

(4)商品開発等またはお客様満足度向上策等検討のため、利用者または運転者にアンケ

ート調査を実施すること。 

(5)個人情報を統計的に集計・分析し、個人を識別・特定できない形態に加工した統計

データを作成する ため。 

2.前項に定めていない目的以外に利用者の個人情報を取得する場合は、あらかじめそ

の利用目的を当社ホームページにおいて明示して行います。 

第 38 条（個人情報の登録及び利用の同意） 

利用者または運転者は次の各号のいずれかに該当する場合には、利用者または運転者

の氏名、生年月日、運転免許証番号等を含む個人情報が、10 年を超えない期間登録さ

れることに同意するものとします。 

 



(1)当社が道路交通法第 51 条の 4第 1項に基づいて放置違反金の納付を命ぜられた場

合 

(2)当社に対して第 20条に規定する駐車違反関係費用の全額の支払いがない場合 

(3)第 27 条に規定する不返還があったと認められる場合 

第 39 条（個人情報の第三者提供） 

1.当社は、利用者及び運転者（情報保有の必要性がある場合には同乗者も含む）の個

人情報で、前条に基づき当社が取得した情報を以下の第三者に提供することがありま

す。利用者及び運転者はこれに予め同意して、当社のレンタルバイクサービスを利用

することとします。 

(1)当社と支配または被支配関係にあるか、または共同支配をしている親会社または子

会社 

(2)当社と提携をしている保険会社（保険の申請、保険金申請その他の手続の為）、自

動車修理工場（レンタルバイクの修理のため）、運搬会社（レンタルバイクの回送・運

搬のため） 

(3)当社との業務委託契約に基づき、当社のレンタルバイクサービスに関する業務を委

託する委託先 

(4)税理士・会計士（税務会計処理・申告の目的等）、弁護士（紛争処理委任等）、行政

書士（各種登録事務委任等） 

2.前項の他、法律上の開示要請に基づき個人情報の開示を求められた場合も、当該要

請元に対して利用者及び運転者（情報開示の必要性がある場合には同乗者も含む）の

個人情報を開示し提供します。 

第 10 章 雑則 

第 40 条（相殺） 

当社は、約款及び細則に基づき利用者に金銭債務を負担するときは、利用者が当社に

負担する金銭債務といつでも相殺することができるものとします。 

第 41 条（消費税） 

利用者は、約款及び細則に基づく取引に課せられる消費税を当社に対して支払うもの

とします。 

第 42 条（遅延損害金） 

利用者または運転者及び当社は、約款及び細則に基づく金銭債務の履行を怠ったとき

は、年率 14.6％の割合による遅延損害金を支払うものとします。 

 

 



第 43 条（代理レンタル事業者） 

1.当社に代わって他の事業者（FC加盟店を含む）がレンタルバイクのレンタルを行う

場合（当該事業者を「代理レンタル事業者」という）には、約款中の「当社」と定め

るところは、「代理レンタル事業者」と読み替えることができるものとします。 

2.第 19 条（禁止行為）、第 20 条（駐車違反）、第 28 条（レンタル情報の登録と利用の

合意）、第 29 条（レンタルバイクの故障）、第 30条（事故）、第 31 条（盗難）、第 35

条（レンタル契約の解除）、第 37条（個人情報の利用目的）、第 38 条（個人情報の登

録及び利用の同意）および第 39 条（個人情報の第三者提供）に関する事項は前項の読

み替えから除くものとします。ただし、第 29 条、第 30 条及び第 31 条における連絡先

は、当社及び代理レンタル事業者とします。 

第 44 条（準拠法等） 

1.本約款に関する準拠法は、日本本法とします。 

2.本約款に日本語以外による外国語約款がある場合、その外国語約款は翻訳にとどま

り、日本語による約款との齟齬があるときは、日本語の約款の記載内容に従うものと

します。 

第 45 条（改訂及び細則） 

1.当社は、予告なく約款及び細則を改訂し、または約款の細則を別に定めることがで

きるものとします。 

2.当社は、約款及び細則を改訂しまたは別に細則を定めたときは、当社のホームペー

ジにこれを掲載し利用者その他に周知を図るものとします。また当社は営業店舗への

掲載、パンフレット・料金表等への改訂等の記載にも努めるものとします。 

3.利用者は、改訂された約款または改訂・新設された細則に、その施行日以降は従う

ものとし、改訂・新設内容に異議を述べることはできません。ただし、レンタルバイ

クサービスの本質部分に重大かつ本質的な変更がなされ、利用者の既存の取引上の利

益を著しく損なうときは、利用者は将来にわたっての利用契約の解約を申し出ること

ができるものとします。 

第 46 条（管轄裁判所） 

1. 本約款及び細則に基づく権利及び義務について紛争が生じたときは、当社の本店所

在地を管轄する裁判所をもって専属的合意管轄裁判所とすることに当社及び利用者

は合意します。 

 

 

 



附則 

1.本約款は令和 7 年 3 月 1 日より施行します。 

改訂履歴 

1.令和 7 年 5 月 1 日（一部改定）施行 

 

 


